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１．はじめに
近年の廃棄物問題に対する意識の高まりを背景にして，循環型社会形成
推進基本法を柱とする各種リサイクル法が整備されている。それらは個別
リサイクル法と呼ばれ，容器包装リサイクル法，家電リサイクル法，建設
リサイクル法，食品リサイクル法そして自動車リサイクル法など，多種多
様な製品ごとにリサイクルの仕組みを構築している。
以上のような個別リサイクル法は，拡大生産者責任の概念が反映された
法律であると言われている。拡大生産者責任とは，OECD（2001）による
と，「製品の生産者に対して，消費者により使用済みとなった製品の引取・
リサイクル・処理に関して物理的または（及び）財政的責任を全部または
一部付与する環境政策アプローチ」と定義されている。つまり，従来，自
治体が担ってきた消費者による使用済み製品の引取・リサイクル・処理に
関する責任を，製品の生産者にまで拡大するという概念である。拡大生産
者責任それ自体は政策的概念であるため，その概念を具体的な政策として
反 映 す る た め の 手 段 が あ り， そ れ ら は 引 取 要 求 制 度（Take-back 
Requirements）・経済的手法（Economic Instruments）・パフォーマンス基
準（Performance Standards）に分類されている1）。
現在行われている個別リサイクル法でも，これら三種類のうち引取要求
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制度が多く採用されている。本制度が用いられている例として，家電リサ
イクル法と自動車リサイクル法が挙げられる。家電リサイクル法では，家
電メーカーに対して使用済み家電製品（洗濯機・テレビ・エアコン・冷蔵
庫）の引取・リサイクル・処理責任を規定している。また自動車リサイク
ル法では，自動車メーカーに対して使用済み自動車のうちシュレッダーダ
スト・エアバック・フロンの３品目について引取・リサイクル・処理責任
を規定している。
この引取要求制度は，制度以前に行政サービスとして行われていた使用
済み製品の引取・リサイクルがその製品の生産者の責任となることにより，
使用済み製品を排出する消費者と使用済み製品を引き取る生産者との間で
新たな市場（以下，使用済み製品市場と呼ぶ）が構築されるようになるこ
とを意味する。この新たな市場での競争が進むことにより，制度以前より
も効率的な使用済み製品の引取・リサイクルが促進されることは，この制
度のメリットであり，それは拡大生産者責任の考え方を具現化するもので
ある。
しかしながら，現在の引取要求制度には，使用済み製品市場での競争を
阻害する要因が存在している。それは，現行の制度では，各製品の生産者
は自身が生産した製品のみの引取りが義務付けられている点である。例え
ば，家電製品のメーカーは，自身が生産したテレビに関して，消費者から
使用済み製品として引き取りを求められた場合にはそれを行う義務がある
が，他のメーカーが生産した冷蔵庫などに関しては消費者から引き取りを
求められた場合にそれを行う必要がないのである。
この状況を経済学的に考えてみると，生産者が自身の生産した製品のみ
を引き取るということは，使用済み製品市場において使用済み製品を差別
化し各生産者が独占状態にあることを意味する。他の生産者の生産した使
用済み製品の引き取りを消費者から求められても，それを引き取る義務は
存在しない。そのため，自身の使用済み製品の引き取りにおいて，他の企
業からの影響を考慮することなく自由に引取価格を設定することが可能と
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なるのである。これは，製品市場から使用済み製品市場を通じて，消費者
への販売そして引取を通じて垂直的な差別化がなされているものと考えら
れる。すると，産業組織論における一般的な議論からも考えられるように，
この垂直的統合は市場競争を阻害する原因と考えられる2）。
拡大生産者責任の考え方が正確に反映された政策手段が行われるなら
ば，その経済では社会的最適な状態が達成されると言われている3）。もし
それが正しいならば，現行の引取要求制度は経済を社会的最適へもたらす
ことに成功しているのかどうかを検討する必要がある。また，現行の引取
要求制度に対して，競争を促進しうるような引取要求制度についても合わ
せて考察していく。それは，各生産者は自身が以前に生産した使用済み製
品の引取・処理のみだけではなく，消費者から引取りを求められた場合に
は，他の生産者が以前に生産した使用済み製品の引取・処理も行うことを
認めるような制度である。もしこのような引取要求制度が施行されるなら
ば，使用済み製品市場における競争は促進されることが予想される（以下，
競争促進型引取要求制度と呼ぶ）。
したがって，本論文では，拡大生産者責任の一考察として，引取要求制
度の経済分析を行うことを目的とする。分析の結果，現行の引取要求制度
では，拡大生産者責任が想定する社会的最適な状態をもたらすことが不可
能であることが示される。
本分析と関連する先行研究としては，Eichner and Pethig（2000），Eichner
（2005），赤石（2006）が挙げられる。Eichner and Pethig（2000）では，引
取要求制度の下で，引取などの取引費用が莫大となる産業（例えば，容器
包装など）においては，生産者が共同で第三者機関（生産者責任機構）を
設立し参加企業の使用済み製品の引取・リサイクル・処理などに関わる管
理・運営を一括して行う状況について考察している。そして，この生産者
責任機構によって，資源配分の効率性を達成するような手数料や価格付け
についての理論分析をしている。またEichner（2005）では，不完全競争下
にあるリサイクル産業を想定し，環境配慮設計インセンティブを生産者に
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与えるための政策手段について理論分析をしている。これら二つの研究の
共通点は，外部性の内部化のための政策手段を研究している点である。し
かしながら，本論文では，引取要求制度という拡大生産者責任に基づく政
策手段が経済に与える影響に焦点を当てているため，以上の先行研究とは
問題意識が異なっている。そして赤石（2006）では，本論文と同様の問題
意識の下で，製品市場と使用済み製品市場とが統合する場合としない場合
とで，生産者の行動がどのように変化するのかについて理論的に分析して
いる。本論文では，赤石（2006）と異なり製品市場については考慮しない。
しかしながら，使用済み製品市場のみに焦点を当てることによって，引取
要求制度の特徴がより明らかになると考えられる。
本論文の構成は以下のようになる。まず次節では，使用済み製品市場を
特徴付ける基本モデルを構築し，本経済における社会的最適な状態を導く。
第３節では，２種類の引取要求制度を特徴づけ，それぞれの状況下におけ
る経済均衡を確認し，社会的最適との比較を行う。そして第４節は，本分
析結果から拡大生産者責任に関する考察を行い，今後の課題を述べて，本
論文の結論とする。
２．基本モデルと社会的最適
本節では，使用済み製品市場を特徴づける基本モデルを構築し，本経済
における社会的最適な状態を導く。
最初に，使用済み製品市場における関係主体の行動について確認してい
く。製品の消費者は，製品を購入し，一定期間の使用後，使用済みとなっ
た製品の排出を行っている。そして製品の生産者は，使用済み製品の引取・
リサイクル・処理を行っている。以下，分析の単純化のため，引取・リサ
イクル・処理を行っている企業は２社のみ存在し，それらを企業ｉ・ｊと
表す4）。各企業は，差別化された使用済み製品の引取を行っており，相手
企業が設定する使用済み製品の引取価格を所与として自己の利潤を最大化
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する価格を決定するようなベルトラン競争を行っているものとする。また
分析の単純化のため，各企業については対称均衡を仮定しておく5）。使用
済み製品の排出を行う消費者の行動は，以下の企業ｉに引渡す使用済み製
品の供給関数によって与えられるとする。
GiS = giS (PGi, PGj) （1）
ここで， PGi・PGj は企業ｉ・ｊの設定する使用済み製品の引取価格である。
また本経済においては，使用済み製品は逆有償であるとする。そのため，
使用済み製品の引渡しとともに引取価格を支払う必要がある6）。そして，こ
の供給関数の性質としては以下を仮定する7）。
 ，  （2）
つまり，ある企業ｉの引取価格引上げはその企業への使用済み製品引渡し
量を減少させるが，他企業ｊの引取り価格引上げは企業ｉへの使用済み製
品の引渡し量を増加させるものとする。また，２階微分についてはゼロを
仮定する。
次に，生産者による使用済み製品の引取・リサイクル・処理に関する行
動を見ていく。使用済み製品の引取を行った企業は，再生資源を生産・販
売するために使用済み製品から有用な部品などを取り出す必要がある。そ
して，再生資源生産後に使用済み製品から発生する残渣は埋め立てによる
処理を行っているものとする。その時，企業ｉの利潤は以下のように表す
ことが出来る。
 Πi = PGiGi + PRRi − PWWi （3）
ここで PR と PW は，それぞれ再生資源単位あたり価格と埋め立て処理単位
あたり価格を表している。また Gi は企業ｉによる使用済み製品の引取量で
ある。そして， Ri は再生資源生産量であり，それは以下の生産関数によっ
て特徴付けられるものとする。
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Ri = ri (Gi) （4）
そして， Wi は埋め立て処理量であり，残渣発生量は以下の関数によって特
徴付けられるものとする。
Wi = wi (Gi) （5）
ここで，再生資源生産量と残渣発生量に関する生産関数について，それぞ
れ限界生産力は正であると仮定する8）。そして限界生産力は一定であると
する。したがって，
 ，  （6）
以上の各経済主体の特徴づけから，使用済み製品市場における社会的総余
剰は，各企業の利潤の合計として表すことが出来る。
SS = Π i + Π j （7）
ここから，社会的総余剰を最大化するような使用済み製品価格は以下の２
本の式で与えられる。
 （8a）
 （8b）
３．引取要求制度の特徴と経済均衡
本節では，引取要求制度の特徴を明らかにし，その制度の下で得られる
経済均衡について確認していく。そして，前節で導出した社会的最適をも
たらす経済均衡と比較する。
特に，本論文では２種類の引取要求制度を導入する。最初に現行の引取
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要求制度から確認していく。現行の制度では，企業ｉは自身が以前生産し
た使用済み製品の引取・リサイクル・処理のみを行うことが認められてい
る。そのため，他企業の使用済み製品の引取価格を考慮することなく，企
業ｉの製品を購入した消費者に対して自身の製品の引取価格を設定するこ
とが出来る。この状況は，前節で導入した使用済み製品の供給関数を以下
のように変更することによって表現される。
 （9）
この供給関数の性質については，基本的には(2)式の最初の条件と同じであ
る。この供給関数の下で，企業ｉは自身の利潤が最大となるような使用済
み製品の引取価格を求めたい。その時，満たされるべき条件は以下の式で
表すことが出来る。
 （10）
ここで， c' ≡ PRri' − Pwwi' >0 を表し，また，２階の条件は前節での仮定より
明らかに満たされている。各企業の利潤最大化条件より，現行の引取要求
制度導入時における経済の均衡条件は，以下の二本の式で表すことが出来
る。
 （11a）
 （11b）
次に，競争促進型引取要求制度を導入した経済について確認していく。
この場合の引取要求制度は，企業ｉは自身が以前生産した使用済み製品の
引取・リサイクル・処理だけではなく，企業ｊによる使用済み製品の引取・
リサイクル・処理を行うことも認められている。そのため，企業ｉにとっ
て使用済み製品引取量は，他企業の使用済み製品の引取価格にも影響する。
したがって，企業ｉは他企業の設定する使用済み製品引取価格を所与とし
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て自身の製品の引取価格を設定する必要がある。つまり，この時の使用済
み製品の供給関数は前節の（1）式で与えられるものがそのまま用いられる
ことを意味する。その時，企業ｉの利潤最大化条件は以下のように表すこ
とが出来る，
 （12）
そして，この引取要求制度の下での経済の均衡条件は以下の二本の式で
表現される。
 （13a）
 （13b）
最後に，２種類の引取要求制度の下での経済の均衡条件と，前節で導出し
た社会的最適を達成する経済の均衡条件とを比較すると，明らかに２種類
の引取要求制度はどちらも社会的最適をもたらす経済の均衡条件と一致し
ていないことが分かる。つまり，引取要求制度では，経済を社会的最適な
状態にもたらすことが出来ないことが言える。それでは，社会的最適な状
態と比べて，現行の引取要求制度と競争促進型引取要求制度の下での経済
はどのような相違があるのかを以下で詳細に調べる。そのために，関数を
特定化することによって，引取価格，引取量，生産者余剰，社会的総余剰
などについて，２種類の引取要求制度と社会的最適とで比較を行っていく。
まず，使用済み製品の供給関数について特定化しておく。社会的最適を
導出する際に用いられた供給関数と競争促進型引取要求制度の下で用いら
れた供給関数とは同一のものであり，以下のように特定化しておく。
 （14）
この関数は，明らかに（2）式で示された性質を満たしている。また，現行
の引取要求制度の下での供給関数については，以下のように特定化する。
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 （15）
そして分析の結果を明確にするために，リサイクル・処理に関する収入・
支出に関しては無視する9）。したがって，企業ｉの利潤は以下のように表
される。
 （16）
以上の特定化の下で，まず，社会的最適と２種類の引取要求制度の下で
の引取価格について以下のように表すことが出来る。
 （17a）
 （17b）
 （17c）
ここで，  は社会的最適をもたらす引取価格であり，  は競争促進型引
取要求制度の下での引取価格であり，そして  は現行の引取要求制度の下
での引取価格を表している。（18a～c）式を比較することで，以下の結果を
得る。
結果１：社会的最適，競争促進型引取要求制度，そして現行の引取要求制
度の下での使用済み製品引取価格について以下の関係が得られる。まず，
社会的最適な引取価格と競争促進型引取制度下での引取価格の関係は以下
のようになる。
（1）  （18a）
（2）  に関しては，  の値がどの範囲にあるかに依存する。それらは，
　　if　　  （18b）
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　　if　　  （18c）
　　if　　  （18d）
ここで，
 ，
次に，社会的最適な状態と２種類の引取要求制度の下での使用済み製品
引取量についても以下のように表すことが出来る。
 （19a）
 （19b）
 （19c）
ここで，  は社会的最適をもたらす引取量であり，  は競争促進型引取要
求制度の下での引取量であり，そして  は現行の引取要求制度の下での引
取量を表している。（20a～c）式を比較することで，以下の結果を得る。
結果２：社会的最適，競争促進型引取要求制度，そして現行の引取要求制
度の下での使用済み製品引取量について以下の関係が得られる。
 （20）
そして，生産者余剰は，企業ｉ・ｊの利潤の合計であり，社会的最適な
状態と２種類の引取要求制度の下での使用済み製品市場における生産者余
剰についても以下のように表すことが出来る。
 （21a）
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 （21b）
 （21c）
ここで，  は社会的最適における生産者余剰であり，  は競争促進型引
取要求制度の下での生産者余剰であり，そして は現行の引取要求制度の下
での生産者余剰を表している。（21a～c）式を比較することで，以下の結果
を得る。
結果３：社会的最適，競争促進型引取要求制度，そして現行の引取要求制
度の下での使用済み製品市場における生産者余剰について以下の関係が得
られる。
（1）  （22a）
（2） に関しては，  の値がどの範囲にあるかに依存する。それらは，
　　if　　  （22b）
　　if　　  (22c）
　　if　　  （22d）
最後に，社会的総余剰について確認しておく。本論文では，社会的総余
剰＝生産者余剰の関係が成立しているので，以下の結果を得る。
結果４：社会的最適，競争促進型引取要求制度，そして現行の引取要求制
度の下での使用済み製品市場における社会的余剰について以下の関係が得
られる。
（1）  （23a）
（2）  に関しては，  の値がどの範囲にあるかに依存する。それらは，
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　　if　　  （23b）
　　if　　  （23c）
　　if　　  （23d）
４．政策的意義と今後の課題
前節までの分析結果を用いて，本節では２種類の引取要求制度の政策評
価を行い，拡大生産者責任に関する経済学的考察を行っていく。
以上の分析結果より，現行の引取要求制度の下での引取価格の変化が排
出者の引取量に及ぼす影響を表す  の値がどれくらいの大きさなのかに
よって，社会的最適と２種類の引取要求制度下での結果は大きく異なって
くることが分かる。そこで，ここでは  が十分に小さいケースについて考
察していく。その時，各状況での使用済み製品引取価格，使用済み製品引
取量，社会的総余剰は以下のように確定する。
　ここから，競争促進型引取要求制度の下では，引取価格が低くなるが，
引取量が多くなることが分かる。また現行の引取要求制度の下では，引取
量は社会的最適と一致するが，引取価格は高くなることが分かる。そのた
め，現行の引取要求制度の下では，社会的総余剰は過大となっている。こ
の状況は，現行の引取要求制度の下での問題点を暗示している。つまり，
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現行の引取要求制度では，各企業は相手企業の影響を受けることなく使用
済み製品の引取りを実行出来るために，独占的に価格を高く設定する誘因
が働く。そして，その高い価格が各企業への大きな利潤をもたらし，ひい
ては社会的総余剰を過大なものとしてしまう可能性がある。したがって，
引取価格が低く，引取量が多くなる競争促進型引取要求制度への政策の転
換を行うことによって，使用済み製品市場の非効率性を緩和することが必
要であろう。
以上のように引取要求制度の政策評価を行ってきたが，最後に拡大生産
者責任に関して考察を行う。拡大生産者責任では，使用済み製品に対する
責任を生産者にまで拡張することによって使用済み製品の効率的な引取・
処理を達成しようとするものである。その際に，拡大生産者責任を実行す
るためには３種類の手段があり，そのうちの引取要求制度は，本来の拡大
生産者責任が想定している社会的に望ましい状況とは乖離してしまう可能
性があることが示唆された。この乖離の根本原因は，現行の引取要求制度
の内容にある。それは，各企業が独占的に使用済み製品の引取を行うこと
を認めるものとなっていることである。そのことが，引取要求制度によっ
て新たに創設された使用済み製品市場の競争を阻害してしまい，非効率的
な引取システムを構築してしまうのである。
そこで，本分析から得られる政策的な意義として以下が考えられる。行
政当局は，引取要求制度を行う際には，制度によって構築される使用済み
製品市場における競争がもたらす影響について十分に配慮した設計を行う
ことが必要であろう。競争原理をうまく導入することが出来れば，効率的
な引取システムがもたらされるであろう。そして，効率的な引取システム
が構築されることによって，本来の拡大生産者責任の目的も達成されるこ
とになるであろう。
最後に，今後の課題について述べておく。第一に，本分析では，引取要
求制度の役割に焦点を当てる為に製品市場については捨象した。しかし，
拡大生産者責任の考え方は，製品の生産者への影響についても考慮した上
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で評価されるべきものである。したがって，まず製品市場も考慮した上で
引取要求制度が経済に及ぼす影響について分析する必要がある。第二に，
本分析では，政策評価の際，社会的総余剰を用いたが，これは実際には生
産者余剰のみから構成されている。つまり，使用済み製品を排出する消費
者余剰は捨象されているのである。しかし，使用済み製品の排出者である
消費者は，高い引取価格の支払いを避けるために不法投棄を行うことも考
えられる。以上のように，使用済み製品の排出を行う消費者の役割は非常
に大きく，消費者余剰を考慮することにより，本分析で得られた結果が大
きく影響を受けることが予想される。
脚注
1）拡大生産者責任に関して，排出者責任との関係については山谷（2002），
経済学的な側面からの考察についてはPalmer and Walls （1999），Walls
（2003）で議論されている。また日本のリサイクル法制度との関係につ
いての議論としては，細田・室田（2003）が挙げられる。そして，各国
のリサイクル法との関係についてはOECD（2004）が挙げられる。
2）この議論に関しては，詳しくはTirole（1988）またはMotta（2004）を
参照。
3）この議論に関しては，Walls（2003）を参照。
4）この想定は，家電リサイクル法においては各家電メーカーが２グループ
に分かれて使用済み家電製品の引取・リサイクル・処理を行っており，
自動車リサイクル法においても各自動車メーカーが２チームに分かれて
使用済み自動車のシュレッダーダストの引取・リサイクル・処理を行っ
ていることからも現実的妥当性を持ちうると考えられる。
5）したがって，以下の分析では企業ｉのみの行動を見ていく。しかし同様
の事が企業ｊにも当てはまることに注意が必要である。
6）現実の家電・自動車リサイクルにおいても，使用済み製品の引取りに際
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して消費者からその引取・リサイクル・処理料金を徴収している。
7）したがって，使用済み製品の物質自体は引き渡されるため供給である
が，使用済み製品の引取りサービスの観点からは需要関数として考慮す
る事も可能である。
8）本論文では，分析の単純化のため，再生資源，埋め立て処理に関して使
用済み製品のみを投入要素としている。実際には再生資源の生産などに
は，動脈における通常の生産活動と同様に労働，資本，土地といった投
入要素を必要とするであろう。しかしながら，他の投入要素をモデルに
導入した場合にも，本分析の結果は依然として成立するであろう。
9）リサイクル・処理に関する収入と支出を導入しても得られる結果は同じ
であるので，ここでは分析の単純化のため無視しておく。
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A Consideration of Extended Producer Responsibility
-An Economic Analysis of Take-Back Requirement systems-
Hideyuki AKAISHI
《Abstract》
The waste management pol icy based on Extended Producer 
Responsibility has recently been enforced. Three basic categories of 
instruments exist: Take-back Requirements, Economic Instruments, and 
Performance Standards. The purpose of this paper is to analyze the take-
back requirement systems theoretically. We then consider the Extended 
Producer Responsibility from the economic viewpoint. The results of this 
analysis show that it is impossible to bring optimum social conditions to the 
economy by use of the current take-back requirement systems.  
